
広報資料                                 

平 成 １ ８ 年 ３ 月 ２ ２ 日 

保 健 福 祉 局 

（担当 長寿社会部長寿福祉課 222-3406） 

 

 

「第３期京都市民長寿すこやかプラン」（京都市高齢者保健福祉計画・ 
京都市介護保険事業計画）の策定について 

 

 

京都市では，「第３期京都市民長寿すこやかプラン（平成１８年度～２０年度）」を策定しました

ので，お知らせします。 

このプランは，本市の高齢者施策を総合的に推進するため平成１５年３月に策定致しました「第

２期京都市民長寿すこやかプラン」について，来るべき超高齢社会を見据えるとともに，今般の  

介護保険制度の改正を踏まえて見直したものです。 

策定に当たっては，市民アンケート調査，市民説明会やパブリックコメントを通じて市民の皆様

から貴重な御意見・御提言をいただくとともに，市会や本市が設置した京都市民長寿すこやかプラ

ン推進協議会において幅広い議論・検討を行いました。 

 

１ プランの概要 

(1) 特徴 

  「予防重視型システムへの転換」，「施設給付の見直し」，「新たなサービス体系の確立」など

を大きな柱とする介護保険制度改正や超高齢社会の到来を踏まえ， 

 ・ 地域における高齢者保健福祉サービス全般にわたる供給体制づくり 

 ・ 施設整備，介護サービス，介護予防事業等の目標量，見込み量 

等を定めています。 

 

(2) 基本理念，政策目標及び重点課題 

ア 基本理念 

    「高齢者一人ひとりが，自らの意思に基づき，住み慣れた地域でいきいきと健やかに暮ら

せる社会の構築」 

  イ 政策目標 

   ① 一人ひとりが尊厳を保ち，充実した高齢期を実現できるまち 

   ② 健やかな生活を送ることができるまち 

   ③ 地域で安心して自立した生活を続けられるまち 

   ④ 高齢者がいきいきと参加でき，すべての世代が支え合えるまち 

  ウ 重点課題 

     重点課題の下に，１６５項目の施策・事業を掲載しています。(別紙参照) 

 

(3) 計画期間 

   平成１８年度から２０年度までの３年間です。 

 

(4) 主なサービスの整備等目標量 

   平成２０年度及び２６年度における主なサービスの整備等目標量は次のとおりです。 

 



サービス種類 １８年度 ２０年度 ２６年度 

介護老人福祉施設 4,223 人 4,470 人 5,340 人

介護老人保健施設 3,204 人 3,404 人 3,764 人

介護療養型医療施設 3,124 人 3,124 人 3,124 人

認知症対応型共同生活介護 481 人 598 人 904 人

介護専用型特定施設 0 人 154 人 620 人

ケアハウス 577 人 670 人 1,000 人

※ 各年度末の定員数 

 介護老人保健施設は，短期入所枠を含まない。 

 

(5) 主な介護サービスの見込み量 

   ６５歳以上の第１号被保険者の保険料算定の基礎となる主な介護サービスの平成２０年度に

おける見込み量は次のとおりです。 

  【標準的居宅サービス等】 

２０年度 
サービス種類 １７年度 

 予防給付 介護給付 

訪問介護 回／週 76,387 87,758 27,993 59,765

訪問看護 回／週 5,241 6,101 812 5,289

通所介護 回／週 19,420 19,700 5,104 14,596

通所リハビリテーション 回／週 8,480 9,531 2,284 7,247

短期入所生活介護 日／月 18,290 21,904 1,588 20,316

短期入所療養介護 日／月 7,700 8,168 660 7,508

居宅介護支援・介護予防支援 人／月 33,301 39,479 15,114 24,365

※ 平成１７年度分は，平成１７年１０月時点 

※ 介護予防支援は，平成１８年度から実施 

【標準的地域密着型サービス】(平成１８年度から開始) 

２０年度 
サービス種類 

 予防給付 介護給付 

夜間対応型訪問介護 人／月 833 - 833

認知症対応型通所介護 人／月 592 227 365

小規模多機能型居宅介護 人／月 632 242 390

 

(6) 地域支援事業(介護予防事業)の見込み量 

   地域支援事業のうち，介護予防事業（介護予防特定高齢者施策）は，要支援・要介護になる

おそれのある方（平成 20 年度において高齢者人口の５％程度）を対象とし，国の指針に基づき，

平成 20 年度において対象者の 20％の方が要支援・要介護へ移行しないことを目標として実施し

ます。 

  １８年度 １９年度 ２０年度 

対象者数 5,975 人 12,995 人 17,835 人

効果の目標数 717 人 2,079 人 3,567 人

 

 

 

 



＜参考＞ 

   平成１８年４月からの第１号被保険者の介護保険料については，市会での議決を経て，次の

とおり定めました。 

   なお，今回の制度改正により，保険料段階区分の多段階化が可能とされたことから，被保険

者の負担能力に応じて，よりきめ細かな段階及び保険料率の設定を行っています。 

 

【第１号被保険者の保険料(平成１８年度～２０年度)】（京都市介護保険条例による。） 

所 得 段 階 区 分 保険料率 月額保険料 

第１段階 

○本人が生活保護を受給している場合 

○本人が老齢福祉年金を受給し，本人及びすべ

ての世帯員が市民税非課税である場合 

基準額×0.5 ２，３８０円 

第２段階 

○本人及びすべての世帯員が市民税非課税で

あって，〔（前年の合計所得金額＋課税年金収

入額）≦80 万円／年〕を満たす者 

基準額×0.5 ２，３８０円 

第３段階 
○本人及びすべての世帯員が市民税非課税で

あって，第 2段階以外の者 
基準額×0.75 ３，５７０円 

第４段階 
○本人が市民税非課税で，世帯員の中に市民税

課税者がいる場合 
基準額 ４，７６０円 

第５段階 １２５万円以下 基準額×1.1 ５，２３６円 

第６段階 ２００万円未満 基準額×1.25 ５，９５０円 

第７段階 ４００万円未満 基準額×1.5 ７，１４０円 

第８段階 ７００万円未満 基準額×1.75 ８，３３０円 

第９段階 

○本人が 

市民税 

課税者 

の場合 

前年の 

合計所得

金額 

７００万円以上 基準額×2.0 ９，５２０円 

 

 

２ 冊子の配布 

  本冊及び概要版を次のとおり作成し，平成１８年４月１１日(火)から希望される市民の皆様に

無料配布します。 

 (1) 規格・発行部数 

  ア 本冊 

    Ａ４版 ２１８ページ，５，０００部 

  イ 概要版 

    Ａ４版 ２８ページ，２０，０００部 

 (2) 配布場所 

   市役所案内所，保健福祉局長寿福祉課・介護保険課，各区役所･支所福祉部福祉介護課・支援

(保護)課，各保健所・支所，地域包括支援センターなど 

   なお，長寿福祉課のホームページで，平成１８年４月１１日からプランの内容を閲覧・ダウ

ンロードできます。 

   (http://www.city.kyoto.jp/hokenfukushi/chojubu/chojufukushi/index.html) 

この他，市役所西庁舎１階南側「情報公開コーナー」においても閲覧することができます。 

 

 

３ その他 

  明日(３月２３日)開催する平成１７年度第６回京都市民長寿すこやかプラン推進協議会で 

「第３期京都市民長寿すこやかプラン」の策定について報告します。 



別 紙 

 

重点課題ごとの主な施策・事業 

 

 

重点課題 
施策・事業 

項目数 
主な項目 

１ 認知症をはじ

めとする要援護

高齢者及びその

家族の生活支援 

３０ 

(９) 

＊ 施設サービス（特別養護老人ホーム，介護老人保健施設）の整備促進 

＊ 小規模特別養護老人ホームの整備促進〔新規〕 

＊ 個室・ユニットケアの推進〔新規〕 

＊ ケアハウスの介護機能の強化〔新規〕 

＊ 認知症あんしん京（みやこ）づくり推進事業の実施〔新規〕 

＊ 高齢者虐待の防止〔新規〕 

２ 総合的な介護

予防の推進(予防

重視型システム

への転換) 

３３ 

(２４) 

＊ 地域包括支援センターの設置と関係機関との連携〔新規〕 

＊ 地域介護予防推進事業における特定高齢者向け介護予防サービスの提供〔新規〕

＊ いきいき筋力トレーニング教室の実施〔新規〕 

＊ 訪問型介護予防事業の実施〔新規〕 

＊ 介護予防手帳の交付〔新規〕 

＊ 新予防給付の提供〔新規〕 

３ 健康増進・生き

がいづくりの推

進 

２５ 

(２) 

＊ 「京都市民健康づくりプラン」の推進 

＊ 健康増進センターの機能の充実 

＊ 老人クラブ活動の活性化 

＊  新しい生きがいづくり支援策の調査・研究〔新規〕 

＊ はつらつ高齢者まちづくり支援事業の創設〔新規〕 

４ 地域における

総合的・継続的な

支援体制の整備 

２２ 

(９) 

＊ 日常生活圏域の再編〔新規〕 

＊ 地域密着型サービスの基盤整備〔新規〕 

＊ 地域包括支援センターを中心とした地域ケア会議の開催〔新規〕 

＊ 地域包括支援センターにおける相談機能の強化〔新規〕 

＊  高齢・障害外国籍市民福祉サービス利用サポート助成事業の実施〔新規〕

５ 介護保険事業

の適正かつ円滑

な運営 

１６ 

(３) 

＊ 介護サービス従事者に対する各種研修の実施 

＊ 地域密着型サービス事業者に対する事業者指定，指導監督の実施〔新規〕

＊ 介護予防支援事業者に対する事業者指定，指導監督の実施〔新規〕

＊ 介護サービス等事業者に対する調査，指導の強化〔新規〕 

＊ 介護サービス等事業者による介護報酬の不正受給に対する厳正な対応

６ 誰もが安心し

て暮らせるまち

づくりの推進 

３９ 

(２) 

＊ 複合的福祉施設「北山ふれあいセンター」の整備 

＊ 中学生の社会体験活動「生き方探究・チャレンジ体験」推進事業の充実

＊  高齢者の居住福祉に関する調査・研究〔新規〕 

＊ ユニバーサルデザインに基づく社会環境づくり 

＊ 災害ボランティアセンターの設置〔新規〕 

合    計 
１６５ 

(４９) 

※ (  )は新規項目数
























































